
令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（ 総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室 ） 

項 目 名 
半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延

長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

 

【要望】 

半島振興対策実施地域として指定された地区のうち、半島振興法第９条の２

第１項及び第９項の規定に基づき、市町村が策定する産業振興促進計画を主務

大臣（国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣）が認定した地区における法

人又は個人に適用される、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービ

ス業等に係る割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通

償却額の32％、建物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の48％）に

ついて、適用期限を２年間（令和７年３月31日まで）延長する。 

 

【現行制度】 

１．製造業・旅館業 

（１）対象 

  ①資本金5,000万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

取得等 

  ②資本金5,000万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の新

増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が以下に示す下限

値以上である場合 

資本金の規模 1,000万円以下 1,000万円超 5,000万円以下 5,000万円超 

取得価額 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 

 

２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 

（１）対象 

  ①資本金5,000万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

取得等 

  ②資本金5,000万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の新

増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

   一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計額が500万円以上であ

る場合 

 

【関係条文】 

・半島振興法第９条の２、第16条 

（所得税）租税特別措置法第12条第４項柱書及び表第２号 

租税特別措置法施行令第６条の３第14項第２号、第15項第２号、第

20項、第21項及び第26項 
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(法人税）租税特別措置法第45条第３項柱書及び表第２号 

租税特別措置法施行令第28条の９第15項第２号、第16項第２号、 

第21項、第22項及び第27項 

 

 平年度の減収見込額   － 百万円 

(制度自体の減収額 ) 
(▲４００百万円の

内数) 

(改 正 増 減 収 額) (    －百万円) 

新

設
・

拡
充

又
は

延
長

を
必

要
と

す
る

理
由 

(1)政策目的 

半島地域は、三方を海に囲まれ、平地に恵まれない等の地理的条件不利性を

抱え、社会減による人口減少と高齢化の進展が全国平均を上回り、就業者も減

少している状況にある。これらの課題に対応し、雇用機会を拡大し、ひいては

定住を促進するため、半島地域の市町村が策定した産業振興促進計画に基づ

き、民間事業者による投資促進を通じた内発的発展を図る。 

(2)施策の必要性 

 半島地域においては、地理的条件不利性により人口流出が生じ、同地域の活

力が失われてきている。これらの課題に対応するには、雇用の場の確保を図

り、若年層の人口流出の抑制や地域経済の活性化が必要である。 

 このためには、市町村が策定する産業振興促進計画に基づき、半島地域にお

ける就業者数の業種別割合において相対的に大きい割合を占める製造業、半島

地域の恵まれた観光資源や農林水産物を有効に活用した旅館業・農林水産物等

販売業、また、新たに立地する可能性がある情報サービス業等について、市場

が求めるニーズに対応できるよう設備投資が円滑に行われるようにする必要が

ある。これらを踏まえれば、本特例措置の適用期限の延長が必要である。 

今
回
の
要
望
（
租
税
特
別
措
置
）
に
関
連
す
る
事
項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 令和５年度概算要求における政策体系図 

 【基本計画（平成 29 年９月策定）】 

 Ⅱ．地方行財政 

 ２．地域振興（地域力創造） 

政 策 の 

達成目標 

 
半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を

1.00未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると

きは1.00超）（毎年度） 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を

1.00未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると

きは1.00超）（毎年度） 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
令和３年度の半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平

均との比は、0.76となっている。 
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有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
令和４年度 172件 

令和５年度 163件 

令和６年度 156件 

※令和４年度分は関係道府県へ聞き取った結果をもとに算出し

たもの、令和５年度及び令和６年度分は令和４年度分の数値

を基に算出した推計値。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 

本特例措置を毎年活用することにより、最新の設備の導入、

新規の顧客開拓及び海外への輸出による販路拡大、数十人規模

の新規雇用を実現している事業所が複数ある等、投資促進及び

雇用創出の両面から有効であると考えられる。 

 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 

地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 

（減収補塡措置：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 

（関係法令） 

・半島振興法第 17条 

・半島振興法第十七条の地方税の不均一課税に伴う措置が 

適用される場合等を定める省令 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 

① 半島振興広域連携促進事業   ６７百万円 

② 都市・地域づくり推進調査費  １８百万円 

（令和５年度概算要求額） 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

① 半島地域の自立的発展に向けた地域間交流の促進、産業の

振興及び定住の促進を図るため、半島地域内の様々な主体

による取組を一体的・広域的に推進するソフト施策に対す

る支援を行う。 

② 半島地域の振興に必要な基礎的な知見の調査を行う。 

 これに対し、本特例措置は、民間事業者による各種の事業の

立ち上げに必要な設備投資を促進するものであり、予算措置と

支援目的・支援対象が異なることから、両者の間に代替性はな

い。 

 また、ソフト施策と本特例措置が一体的に運用されること

で、例えば予算事業により半島地域の地域資源を有効活用する

手法を確立するとともに、本特例措置により速やかな事業化を

促進することができる等、相乗効果が生まれることが期待され

る。 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

本特例措置は、半島振興対策実施地域のうち主務大臣が認定

した産業振興促進計画の実施地区における製造業、旅館業、農

林水産物等販売業、情報サービス業等を対象としているもので

あり、当該計画を策定した市町村の産業振興の方針にも合致す
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るものである。 

 さらに、民間投資を刺激するのみならず、雇用の創出効果も

期待されることから、施策の妥当性は高いと考えられる。 

 半島地域では、全国平均を上回る人口減少・高齢化が進行し

ており、本特例措置により緩和されているとはいえ、今後、地

域経済・社会の衰退が以前に増して問題となると想定される。

これを踏まえると、半島地域の市町村が策定した産業振興促進

計画に基づき、民間事業者による投資促進を通じた内発的発展

を実現することが必要である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

（単位：(適用件数)件、(適用額、減収額)百万円） 

【出典】関係道府県に聞き取った結果をもとに算出。 

（ ）内は前回要望時の見込値 

（前回要望との乖離の理由） 

 前回要望時の聞き取り調査では税制特例適用の意向がなかっ

たが、後日適用に至った案件が確認されたため。ただし適用額

減少は、より実態に近づけるために計算に使用する適用耐用年

数を細分化したことによる。 

 適用件数 適用額 減収額 

令和元年 204（150） 1,748（1,529） 406（355） 

令和２年 171（162） 1,721（1,816） 399（451） 

令和３年 185（161） 1,815（2,041） 421（473） 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

半島振興対策実施地域における産業振興機械等の割増償却 

① 租税特別措置法の条項  

租税特別措置法第 45条 

② 適用件数  

平成 30年度：82件  

令和元年度 ：72件  

令和２年度 ：73件  

③ 適用総額  

平成 30年度：725百万円  

令和元年度 ：547百万円  

令和２年度 ：688百万円 
 

 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 

 本特例措置は半島振興において重要としている業種に係る設

備投資を促進できるよう措置されたものである。本特例措置を

毎年活用して最新の製造設備を導入することで、数十人規模の

新規雇用を実現している事業所もある等、投資促進及び雇用創

出の両面から有効であると考えられる。 

 これらを踏まえれば、当該特例措置が、地域の自立的発展に

寄与する有効性を有していると考えられる。 

前回要望時 

の達成目標 

 

半島地域における社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比を

1.00未満とする。（ただし、過去５ヶ年平均が正の値であると

きは1.00超）（毎年度） 
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前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 

20代後半から30代の子育て世帯等の転入などもみられた結果、

令和３年の社会増減率に係る過去５ヶ年平均との比は0.76であ

り、目標値は達成してはいるものの、全体として社会減である

ことは変わらず、また、年度ごとに上下しているため今後も予

断は許さない状態である。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

昭和61年度 創設（機械等 16/100 建物等 8/100 1,700万円超） 

昭和63年度 適用期限の２年間延長 

平成２年度 適用期限の２年間延長 

平成４年度 適用期間の２年間延長（1,900万円超） 

平成６年度 適用期間の１年間延長 

（機械等 14/100 建物等 7/100 2,100万円超） 

平成７年度 適用期限の２年間延長 

平成９年度 適用期限の２年間延長（2,300万円超） 

平成10年度 特別償却率引下げ（機械等 14/100→13/100） 

平成11年度 適用期限の２年間延長（機械等 12/100 建物等 

6/100） 

平成13年度 適用期限の２年間延長（機械等 12/100→11/100） 

平成15年度 適用期限の２年間延長（2,500万円超） 

平成17年度 適用期限の２年間延長（機械等 11/100→10/100） 

旅館業の追加（半島振興対策実施地域のうち過疎

地域に類する地区：建物等 7/100） 

平成19年度 適用期限の２年間延長 

（旅館業：建物等 7/100→6/100 2,000万円超） 

平成21年度 適用期間の２年間延長 

平成23年度 適用期限の２年間延長 

      旅館業を除外、農林水産物等販売業の追加 

平成25年度 割増償却へ改組 

      旅館業、情報サービス業等の追加 

取得価額要件の引下げ（2,000万円超→500万円以上） 

平成27年度 適用期限の２年間延長 

平成29年度 適用期限の２年間延長 

令和元年度 適用期限の２年間延長 

令和３年度 適用期限の２年間延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（ 総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室 ） 

項 目 名 
離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延
長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容 

【要望】 

離島振興対策実施地域として指定された地区のうち、市町村の長が策定する

産業の振興に関する計画に係る地区として関係大臣（総務大臣、農林水産大臣

及び国土交通大臣）が指定する地区における、法人又は個人に適用される、製

造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等に係る設備投資につい

て、割増償却制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通償却限度

額の 32%、建物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の 48%）の適用期

限を２年間（令和７年３月 31日まで）延長する。 

そのほか、所要の措置を講ずる。 
 
【現行制度】 

１．製造業・旅館業 

（１）対象 

  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 

  ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

  一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が以下に示す下限値以

上である場合 
 

資本金の規模 5,000万円以下 5,000万円超１億円以下 １億円超 

取得価額 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 

 
２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 

（１）対象 

  ①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等 

  ②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等 

（２）取得価額の下限値 

  一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が 500 万円以上である

場合 
 
【関係条文】 
・離島振興法第 19条 

（所得税）租税特別措置法第 12条第４項柱書及び表第３号 

     租税特別措置法施行令第６条の３第 14 項第３号、第 15 項第３号、

第 22項、第 23項及び第 26項 

     租税特別措置法施行規則第５条の 13第９項及び第 10項 
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（法人税）租税特別措置法第 45条第３項柱書及び表第３号  

     租税特別措置法施行令第 28 条の９第 15 項第３号、第 16 項第３号、

第 23項、第 24項及び第 27項 
     租税特別措置法施行規則第 20条の 16第９項及び第 10項 
 

 

 平年度の減収見込額   ―  百万円 

(制度自体の減収額) 
(   ▲400 百万円

の内数) 

(改 正 増 減 収 額) (   ― 百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴  政策目的 

離島は、我が国の領域、排他的経済水域等の保全、海洋資源の利用、多様な

文化の継承、自然環境の保全、自然との触れ合いの場及び機会の提供、食料の

安定的な供給等、我が国及び国民の利益の確保及び増進に重要な役割を担って

いる一方で、四方を海等で囲まれ、社会減による人口の流出・減少が長期にわ

たり継続し、かつ高齢化の進展など、他の地域に比して厳しい自然的社会的条

件の下にある。 

そのため、産業基盤及び生活環境等に関する地域格差を是正するとともに、

離島等の地理的及び自然的特性を生かした創意工夫のある自立的発展を図るこ

とにより、離島における人口の著しい減少の防止及び定住の促進を図る。 

⑵  施策の必要性 

政策目標である人口減少傾向の改善を図るためには、社会減による人口流

出・人口減少が続く離島において、産業活動の活性化及び雇用の維持等の人口

減少を最小限度に防止することに結びつく施策を行うことが必要である。離島

の特産物等、離島ならではの特性を生かした地域経済の活性化を底支えしてい

る製造業及び農林水産物等販売業、また離島の交流人口の増加の重要な位置付

けである旅館業並びに成長産業であり、輸送コストの影響を受けにくい情報サ

ービス業等は、それぞれの業種が離島にとって重要な産業である。 

ほぼ全ての地域において産業の振興に関する計画が策定され、本税制特例措

置を活用した民間投資も増加傾向で推移してきた。しかしながら、離島の人口

推移、就業者増減率等の指標は依然として厳しい状況を示している。この点、

離島にとって重要な前述の産業の振興を図るため、地域内の事業者による投資

促進を通じた内発的発展と地域外からの投資の呼び込みを促す必要があり、そ

の効果的な手段である本特例措置が引き続き必要である。 
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 令和５年度概算要求における政策体系図 

 【基本計画（平成 29 年９月策定）】 

 Ⅱ．地方行財政 

 ２．地域振興（地域力創造） 

政 策 の 

達成目標 

離島振興対策実施地域の令和７年度末の人口を 315 千人以上と

する。 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

２年間（令和５年４月１日～令和７年３月 31日） 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
離島振興対策実施地域の人口減少傾向を改善する。 

 離島振興対策実施地域の人口 

 令和２年度：349千人 →令和６年度：目標値 321千人 
平成 30 年度末～令和２年度末の離島振興対策実施地域の人口減
少率の平均を乗じて算出した令和７年度末の当該地域の人口推
計値は 315 千人である。そのため、人口減少を最小限度に阻止
するという観点から、目標値をその値以上とする。 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
離島地域では、高齢化の進展と人口流出による人口減少が続い

ており、令和３年度の人口は 344千人であった。 
 

有 

効 

性 
要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
地方公共団体が策定した産業の振興に関する計画に記載され

た設備投資の件数等から、以下のとおりの適用を見込んでい

る。 

 令和４年度 36件 

 令和５年度 41件 

   令和６年度 37件 

  

※関係都道県へ調査した令和４年度見込みの件数。それをもと

に令和５年度、令和６年度の見込みを算出した。 

※継続の件数も含む。 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は、離島振興において特に重要な業種を対象に設

備投資を促進できるよう措置されたものである。本特例措置の

積極的な活用を促すことで、地域内外からの投資が活発化し、

就業機会の確保・人口減少傾向の改善に貢献することが見込ま

れている。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

 
地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置 

（減収補塡：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 

（関係法令） 

 ・離島振興法第 20条 
 ・離島振興法第二十条の地方税の課税免除又は不均一課税に

伴う措置が適用される場合等を定める省令 
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予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

①公共事業予算の一括計上        ４４,０９７百万円 

②離島活性化交付金            １,５５２百万円 

③離島振興調査費               １６０百万円 
(令和５年度概算要求額) 

 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 

離島振興に係る予算上の措置は、主に国、地方公共団体等が

水産基盤や道路等の社会基盤整備、海上輸送費の軽減、観光の

推進等を行うものである。また、企業誘致に関しては令和５年

度概算要求しているが、これは事業者に対する直接支援ではな

く、企業誘致を促進する自治体向けの支援措置であり、誘致の

ための素地を培うものである。 

 それに対して、本特例措置は、事業者に対し、各種の事業の

立ち上げや新規事業の展開に必要な設備投資を促進すること

で、経済の活性化及び就業機会の確保を図ることを目的として

実施するものであり、支援目的が異なることから、両者の間に

代替性はないばかりか、むしろ予算・税制が一体となって効果

を発揮するものである。 

 

要望の措置 

の 妥 当 性 

 

隔絶性、遠隔性、狭小性等の条件不利性を抱える中、各種産

業活動を活性化させるため、法人や個人の設備投資を行う事業

者を対象に投資を誘発させるためのインセンティブを与えるこ

とが必要であることから、これを実現する施策として、当該措

置が妥当である。 

離島振興対策の他の支援措置としては、公共事業の一括計上

や離島活性化交付金等の非公共事業等を行っているが、これら

は主に行政に対する支援であり、直接民間需要を喚起、雇用を

創出する本特例措置との明確な役割分担はなされている。 

 また、特例措置の対象を全業種としているものでなく、離島

振興に特に重要な業種を対象としており、必要最小限の特例措

置である。 

 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効

果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 

※「適用件数」及び「適用額」は関係都道県への調査での確認

書をもとに算出。 

※「減収額」は上記適用額に各年度の法人税率を乗算した。 

※（ ）内は、前回要望時の適用見込値 

【計算式】 

令和元年：適用額×23.2％（法人税率）＝減収額 

令和２年：適用額×23.2％（法人税率）＝減収額 

令和３年：適用額×23.2％（法人税率）＝減収額 
 

 適用件数 適用額 

（百万円） 

減収額 

（百万円） 

令和元年  26（20）  65（54）     15（12） 

令和２年 26（25） 58（99） 13（23） 

令和３年 32（28） 57（94） 13（21） 
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租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 

＜令和２年度調査結果＞ 

① 租税特別措置法の条項 

第 45条 

② 適用件数及び適用総額 

 
 
 
 
 
 
 
 

 適用件数 適用総額 

平成 30年度 12件 45百万円 

令和元年度 ８件 30百万円 

令和２年度 ８件 42百万円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
本特例措置は、離島振興において特に重要な業種に係る設備

投資を促進できるよう措置されたものである。本特例措置の積

極的な活用を促すことで、地域内外からの投資が活発化し、就

業機会の確保・人口減少傾向の改善に貢献することが考えられ

る。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
令和４年度の離島振興対策実施地域の人口を 336 千人以上と

する。 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
 
令和２年度の人口は 348 千人であり、令和４年度の目標値は

達成できる見込みであるが、高齢化の進展と若年層の流出によ

る人口減少に歯止めがかかっていない状況である。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 

平成５年度 製造業及び旅館業について要望(製造業のみ○) 

平成７年度 適用期限の２年延長 

平成９年度 適用期限の２年延長 

拡充(過疎に類する地区における旅館業を追加) 

平成 11年度 適用期限の２年延長 

平成 13年度 適用期限の２年延長 

拡充(過疎に類する地区におけるソフトウェア業を追加) 

平成 15年度 適用期限の２年延長 

拡充(農林水産物等販売業を追加) 

除外(ソフトウェア業を除外) 

平成 17年度 適用期限の２年延長 

平成 19年度 適用期限の２年延長 

拡充(取得価格要件を 2,500万円超から 2,000万円超に引下

げ) 

平成 21年度 適用期限の２年延長 

平成 23年度 適用期限の２年延長 

拡充(情報サービス業を追加) 

除外(農林水産物等販売業を除外) 

平成 25年度 割増償却への改組 

拡充（農林水産物等販売業を追加） 
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拡充（取得価額用件を 2,000万円超から 500 万円以上に引下

げ（資本規模により異なる）） 

拡充（旅館業の適用要件を過疎に類する地区から全離島地区

に拡充） 

平成 27年度 適用期限の２年延長 

平成 29年度 適用期限の２年延長 

令和元年度  適用期限の２年延長 

令和３年度  適用期限の２年延長 
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令 和 ５ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（ 総務省自治行政局地域自立応援課地域振興室 ） 

項 目 名 奄美群島における工業用機械等に係る割増償却制度の延長 

税 目 所得税、法人税 

要

望

の

内

容

【要望】 

奄美群島のうち、奄美群島振興開発特別措置法第 11 条第１項及び第８項の規

定に基づき市町村が作成する産業振興促進計画を主務大臣（国土交通大臣、総

務大臣及び農林水産大臣）が認定した地区における、法人又は個人に適用され

る、製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等に係る割増償却

制度（５年間、償却限度額：機械・装置にあっては普通償却限度額の 32％、建

物・附属設備、構築物にあっては普通償却限度額の 48％）の適用期限を１年間

（令和６年３月 31日まで）延長する。 

【現行制度】 

１．製造業・旅館業 

（１）対象

①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等

②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等

（２）取得価額の下限値

一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が以下に示す下限値

以上である場合

資本金の規模 5,000万円以下 5,000万円超 1億円以下 1億円超 

取得価額 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上 

２．農林水産物等販売業・情報サービス業等 

（１）対象

①資本金 5,000 万円以下の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物

の取得等

②資本金 5,000 万円超の事業者：機械・装置、建物・附属設備、構築物の

新増設に係る取得等

（２）取得価額の下限値

一の設備を構成する減価償却資産の取得価額の合計が500万円以上である

場合

【関係条文】 

・奄美群島振興開発特別措置法第11条第１項及び第８項

（所得税）租税特別措置法第12条第４項柱書及び表第４号

租税特別措置法施行令第６条の３第14項第４号、第15項第４号、

第24項、第25項及び第26項 

租税特別措置法施行規則第５条の13第８項、第９項及び第10項 
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（法人税）租税特別措置法第 45条第３項柱書及び表第４号 

租税特別措置法施行令第 28 条の９第 15 項第４号、第 16 項第４

号、第 25項、第 26項及び第 27項 

租税特別措置法施行規則第20条の16第８項、第９項及び第10項 

 平年度の減収見込額   － 百万円 

(制度自体の減収額 ) 
(▲400百万円の内

数) 

(改 正 増 減 収 額) ( －百万円) 

新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由

⑴ 政策目的

戦後米軍統治下におかれ、昭和 28 年 12 月に本土復帰した奄美群島は、本土

から遠く隔絶した外海に位置し、台風の常襲、ハブや特殊病害虫の生息等、厳

しい地理的、自然的、歴史的条件等の特殊事情による不利性を抱えており、社

会資本の整備や産業の振興等のための諸施策が着実に進められてきた。しかし

ながら、奄美群島においては、本土との間には所得水準をはじめとする経済

面・生活面での諸格差が残されている。また、雇用の場が十分にないことか

ら、若年層の多くが島を離れており、人口流出・人口減少が続いている。 

奄美群島においてこれらの現状・課題に対応し、定住人口の確保を図るため

には、奄美群島の市町村が推し進める小規模零細な事業者を含めた民間事業者

による投資促進を通じた内発的発展を実現することが必要である。 

⑵ 施策の必要性

 政策目標である定住人口の減少傾向の改善を図るため、奄美群島において

は、就業機会の確保が必要である。そのためには、奄美群島の魅力と資源を活

用した自立的経済社会構造への転換が求められ、成長分野である、黒糖焼酎等

の「製造業」、世界自然遺産登録を契機とした「旅館業」、さとうきび等の特

産物を活かした「農林水産物等販売業」、整備された情報通信基盤を活用し地

理的・自然的不利性を克服することができる「情報サービス業等」の振興を図

る必要がある。奄美群島 12 市町村が策定した「奄美群島成長戦略ビジョン」に

おいても、「６次産業化や特産品開発、観光コンテンツの充実などを推進して

いく」、「農業、観光／交流、情報通信分野を中心とした産業振興や雇用創出

…（中略）…のための取組を推進していく」と位置づけられているところであ

る。 

しかしながら、同地域の主力産業である「製造業」、「旅館業」、「農林水

産物等販売業」における就業者数は依然として厳しい状況にあることから、設

備投資や雇用機会創出の促進を強力に支援する必要がある。「情報サービス業

等」については、IT 企業の誘致をはじめ、行政と連携して地元の IT スキルを

持った人材育成にも取り組んでいる。更に今後テレワークやサテライトオフィ

ス等の勤務形態が増加すると見込まれることから、企業の設備投資等を支援す

る必要がある。
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今

回

の

要

望

（

租

税

特

別

措

置

）

に

関

連

す

る

事

項

合

理

性

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

令和５年度概算要求における政策体系図 

【基本計画（平成 29 年９月策定）】 

Ⅱ．地方行財政 

２．地域振興（地域力創造） 

政 策 の 

達成目標 

奄美群島内の令和５年度末の人口を目標値とする。 

目標値 奄美群島の総人口  令和５年度末 103千人以上 
（令和２年度末現在 105千人） 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 
１年間（令和５年４月１日～令和６年３月 31日） 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

目標値 奄美群島の総人口  令和５年度末 103千人以上 

（令和２年度末現在 105千人） 

政策目標の

達 成 状 況 

奄美群島の令和２年度末時点の総人口は 105 千人となっている

が、高齢化の進展と若年層の流出による人口減少が続いてい

る。 

有

効

性

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

令和４年度 ７件 

令和５年度 ９件 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

本特例措置は、奄美群島の振興開発において特に重要な業種

を対象としているとともに、中小事業者が行う規模の設備投資

を促進できるよう措置されたものである。また、本特例措置の

積極的な活用を促すことで、地域外からの事業者の誘致及び地

域内の小規模事業者による投資促進を通じた内発的発展がより

効果的に見込まれ、経済の活性化及び就業機会の確保に貢献す

ることが見込まれている。 

相

当

性

当該要望項 

目以外の税 

制上の措置 

地方税の課税免除及び不均一課税に伴う措置 

（減収補塡：事業税、不動産取得税及び固定資産税） 

（関係法令） 

・奄美群島振興開発特別措置法第 38条
・奄美群島振興開発特別措置法第三十八条の地方税の課税免除
又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める省令

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

①公共事業に係る国庫補助率の嵩上げ

奄美群島振興開発計画に基づく事業のうち、政令に定められ

た以下の事業に関する経費に対する国の負担又は補助の割合に

ついて、嵩上げされている。 

対象事業：道路、港湾、空港、漁港、簡易水道、し尿・ごみ処
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理施設、海岸、河川及び義務教育施設 

（根拠法令：奄美群島振興開発特別措置法第６条） 

令和５年度予算 概算要求額 18,500百万円 

②奄美群島振興交付金

奄美群島振興開発計画に基づき、奄美群島の特性に応じた産

業の振興又は住民の生活の利便性の向上に資する事業を支援す

る。 

対象事業：農業創出緊急支援事業、航路・航空路運賃軽減事業 

等 

（根拠法令：奄美群島振興開発特別措置法第９条） 

令和５年度予算 概算要求額 2,799百万円 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

以上の措置は、主に国、地方公共団体等を対象に、道路や港

湾等の社会基盤の整備、航空輸送費の軽減等の取組を支援する

ものである。他方、本特例措置は、奄美群島の個人や中小規模

の事業者を主な対象として、各種事業の立ち上げや新規事業の

展開に必要な設備投資を促進するものである。したがって、予

算措置と支援目的が異なることから、両者の間に代替性はな

い。 

 また、両施策が一体的に運用されることで、例えば予算事業

により奄美群島の地域資源を有効活用する手法を確立するとと

もに、本特例措置により速やかな事業化を促進することができ

る等、相乗効果が生まれることが期待され、奄美群島振興開発

特別措置法の法目的である同地域の自立的発展、地域住民の生

活の向上及び奄美群島における定住の促進に寄与するものと考

えられる。 

要望の措置 

の 妥 当 性 

条件不利性を抱え、社会減を中心に人口減少が進む奄美群島

においては、雇用の安定確保を図る必要がある。本特例措置

は、民間事業者を対象に、事業立上期の設備投資を促進するこ

とで雇用の創出に資するものであり、効率的かつ効果的であ

る。 

なお、奄美群島における振興開発施策として公共事業等を実

施しているが、当該事業は主に行政への支援であり、直接民間

需要を喚起する本特例措置とは明確に役割分担がなされてい

る。また、奄美群島振興交付金による支援も行われているとこ

ろであるが、これは主に行政に対する支援であり、本特例措置

とは性質を異にするものである。 

 また、本特例措置は、全業種を対象としているものではな

く、奄美群島の振興開発において特に重要な業種を対象として

おり、必要最小限の措置である。 
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こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

※租特透明化法に基づく適用実態調査とは異なり、資産毎に件

数を積算している。

（出典：適用件数及び適用額は鹿児島県及び奄美群島市町村か

らの聞き取り結果より集計、法人税率は 23.2%とした。） 

適用件数 適用額 減収額 

令和元年 
６件 

（10件） 

10百万円 

（28百万円） 

２百万円 

（６百万円） 

令和２年 
４件 

（６件） 

７百万円 

（９百万円） 

２百万円 

（２百万円） 

令和３年 
３件 

（９件） 

５百万円 

（18百万円） 

１百万円 

（４百万円） 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

特定地域における工業用機械等の特別償却 

根拠条文：租税特別措置法第 45条 

適用件数 適用額 

平成 30年度 ４件 14百万円 

令和元年度 ３件 ９百万円 

令和２年度 ２件 ６百万円 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

本特例措置は、奄美群島の振興開発において特に重要な業種

を対象としているとともに、中小事業者が行う規模の設備投資

を促進できるよう措置されたものである。また、本特例措置の

積極的な活用を促すことで、地域外からの事業者の誘致及び地

域内の小規模事業者による投資促進を通じた内発的発展や経済

の活性化及び就業機会の確保に貢献するものと考えられる。 

前回要望時 

の達成目標 目標値 奄美群島の総人口  令和５年度末 103千人以上 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

令和５年度末の目標値を令和３年度末現在では104千人と達成
できているが、高齢化の進展と若年層の流出による人口減少が
依然として続いている。 

これまでの 

要 望 経 緯 

平成 10年度 創設（奄美群島の過疎に類する地区） 

（機械等 13/100 建物等 8/100 2,300万円超） 

平成 11年度 適用期限の２年間延長 

（機械等 12/100 建物等 7/100） 

平成 12年度 拡充 

（過疎に類する地区におけるソフトウェア業を追

加） 

平成 13年度 適用期限の３年間延長 
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（機械等 11/100 建物等 7/100 2,500万円超） 

平成 16年度 適用期限の２年間延長 

拡充（離島振興対策実施地域に類する地区におけ

る農林水産物を小売する事業を追加） 

過疎に類する地区におけるソフトウェア業を除外 

平成 17年度 特別償却率の引き下げ 

（離島振興対策実施地域に類する地区） 

（機械等 11/100→10/100 

建物等 7/100→6/100） 

平成 18年度 適用期限を１年間延長 

平成 19年度 適用期限を２年間延長 

取得価格要件の引き下げ 

（2,500万円超→2,000万円超） 

平成 21年度 適用期限を２年間延長 

拡充（情報通信産業等を追加） 

平成 23年度 適用期限を２年間延長 

過疎に類する地区の対象事業から旅館業を除外 

平成 25年度 適用期限の１年間延長 

割増償却へ改組 

拡充（旅館業を追加） 

取得価格要件の引き下げ 

(2,000 万円超→500 万円超(資本規模により異な

る)) 

平成 26年度 適用期限を１年延長 

平成 27年度 適用期限を２年延長 

平成 29年度 適用期限を２年延長 

令和 元年度 適用期限を２年延長 

令和 ３年度 適用期限を２年延長 
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